
 （県立学校人事課） 

件  名  

埼玉県男女共同参画苦情処理委員からの勧告に関する対応（県民の意見把握等）

状況について 

 

提出理由  

 埼玉県男女共同参画苦情処理委員からの勧告に関する対応（県民の意見把握等）

状況について、別紙のとおり報告します。 

 

概  要  

１ 意見聴取の実施（中間報告） 

２ 埼玉県立の男女別学校に関するアンケート 

３ 学校等への状況調査の実施 

４ 意見聴取で出された意見の要旨（中間報告） 

報告事項オ 
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１ 意見聴取の実施（中間報告）

※実施日順に記載意見聴取の実施状況

意見聴取団体 実施日
① 共学ネット・さいたま（市民グループ） 令和５年１０月１２日

② 浦和高校
保護者・同窓会 令和６年 １月２７日

③ 浦和第一女子高校
保護者・後援会・同窓会 １月３０日

④ 熊谷高校
保護者・後援会・同窓会 １月３１日

⑤ 熊谷女子高校
保護者・後援会・同窓会 ２月 ３日

⑥ 鴻巣女子高校
保護者・同窓会 ２月 ６日

⑦ 春日部高校
保護者・後援会・同窓会 ２月１０日

⑧ 川越高校
保護者・同窓会 ２月１７日

⑨ 松山高校
保護者・後援会・同窓会 ２月１７日

意見聴取団体 実施日
⑩ 川越女子高校

保護者 ２月１８日

⑪ 久喜高校
保護者・後援会・同窓会 ２月２４日

⑫ 浦和第一女子高校
保護者・同窓会 ３月 ２日

⑬ 松山女子高校
保護者・後援会・同窓会 ３月 ２日

⑭ 共学ネット・さいたま（市民グループ） ３月１５日

⑮ 春日部女子高校
保護者・後援会 ３月１６日

⑯ 共学ネット・さいたま（市民グループ） ３月２８日

⑰ 川越女子高校
同窓会 ４月１５日

⑱ 共学ネット・さいたま（市民グループ） ４月１８日
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２ 埼玉県立の男女別学校に関するアンケート

⑴ 目的 埼玉県男女共同参画苦情処理委員からの勧告への対応を検討する際の参考とするため

⑵ 対象者 県内在学又は在住の中学生、高校生及びその保護者

⑶ 実施時期 令和６年４月１７日から令和６年５月１７日まで
（４月１９日にアンケートフォームを修正し新たに再開）

⑷ アンケート内容
ア 高校生及びその保護者
・ 在学している高校を志望した理由（男女別学校又は男女共学校を志望した理由）
・ 入学後の状況
・ 男女別学校の共学化への賛否とその理由 など

イ 中学生及びその保護者
・ 進学したい高校とその理由（男女別学校又は男女共学校に進学したい理由）
・ 男女別学校の共学化への賛否とその理由 など

⑸ 回答数 ７０，４７１件（４月１９日午後 ６時～５月１７日午後１２時）
８，１５７件（４月１７日午前１１時～４月１９日午前１１時）
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⑴ 学校の状況調査（調査中）
ア 目的 埼玉県男女共同参画苦情処理委員からの勧告への対応を検討する際の参考とするため
イ 対象 男女別学校１２校

男女共学校１１校＊
（春日部東、久喜北陽、越谷北、川越南、坂戸、所沢北、浦和西、大宮、蕨、熊谷西、鴻巣）
＊男女共学校１１校は、男女別学校１２校の近隣に所在している、在校生の居住地が重なる、または、進路状況が
重なるという観点で選出

ウ 内容 教育活動、進路状況などについて調査

⑵ 他県調査（調査中）
ア 目的 埼玉県男女共同参画苦情処理委員からの勧告への対応を検討する際の参考とするため
イ 対象 宮城県、秋田県、福島県、群馬県、栃木県、千葉県＊

＊勧告書に記載のある６県を対象とした。

ウ 内容 男女共学化などについて調査

３ 学校等への状況調査の実施
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男女共学化推進に関する意見の要旨 男女別学校維持に関する意見の要旨
教育の機会均等・ニーズなど

○ 県民の税金で賄われている公立学校が、性別によって入学
できないことは、教育の機会均等に反する。

○ 一部の男女別学校では、入試倍率が低下しており厳しい状
況であるため、男女共学化すべきである。 など

○ 男女別学校、男女共学校を希望する生徒がいることから、
それぞれを選択できる状況とするべきである。

○ 男女共学化されると、男女別学校へ行きたい生徒は私立高
校へ進学することとなり、保護者負担が大きくなる。 など

歴史・伝統など
○ 男女共学化で、誰とでも学校文化を創り出す力を付けてい
くことが大切である。 など

○ 男女共学化によって校風や学校行事等の特色が失われる。
など

男女共同参画の視点に立った教育など
○ 男女共学化を進めることは、感受性豊かな成長期に「一方
の性」だけで隔離された環境ではなく、より多様な環境の中
で、あらゆる人たちと分け隔てなく付き合う能力を高めるこ
とにつながる。

○ 男女共学化は差別、偏見解消の第一歩である。
○ 女子校の家政科学科、保育科は、家事・育児を女性が担う
という役割分担意識を強化し、男子校の理数科は、女子が理
系に不向きという偏見を強化する。 など

○ 男女共学化と男女共同参画社会づくりの観点は別問題であ
り、男女共学化ではなく男女共同参画社会づくりに向けた教
育を推進するべきである。

○ 男女別学校は、男女の役割についての定型化された概念に
捉われずに教育活動を行えるが、男女共学化するとその概念
が強化されてしまう可能性がある。

など

４ 意見聴取で出された意見の要旨（中間報告）
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男女共学化推進に関する意見の要旨 男女別学校維持に関する意見の要旨
安心など

○ 異性が苦手で異性と接することに強い抵抗感を持つ生徒が
いることを男女別学校の存在意義とする意見もある。しかし、
そうであれば男女別学校を作るのではなく、全ての男女共学
校の中に異性が苦手な子供たちに十分配慮した環境を様々に
工夫すべきである。 など

○ 異性の目を気にせずに力を発揮したり伸ばしたりできる。
○ 男女別学校は、異性を苦手とする生徒にとって学びやすい
環境であり、同性の中で学び、自分の考えを持ってから社会
に出ればよい。

など
法令・法規など

○ 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約、男
女共同参画社会基本法、埼玉県男女共同参画推進条例を踏ま
え男女共学化を推進するべきである。

など

○ 男女別学校の存在は、女子に対するあらゆる形態の差別の
撤廃に関する条約や法令等に違反しない。

○ 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約第
10条(ｃ)における「その他の種類の教育」には男女別学校が
含まれるという解釈もできることから男女別学校を維持すべ
きである。 など

その他
○ 男女別学校に入学しても人格形成上問題はない。
○ 高校生、中学生の意見が最も重要である。
○ 勧告で「公的機関である県立高校が性別に基づき異なった取扱いをなすのは大問題」と言及しているが、私立の男女別学校
においても、公的助成金の支援を受けているため矛盾する。

○ 男女別学校では、男女の特性を生かした教育活動を行うことができる。
○ 男女共同参画の理解推進のために、男女別学校において異性との交流の機会を増やすべきである。
○ 県立高校は税金で運営されているので、勧告にある他県の状況を踏まえるのではなく、納税者（県民）が意思決定すべき。
○ 保育科は女子校にしかないが、他校の総合学科等でも保育を学ぶことができる。 など
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